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 桓武朝には、二度にわたる造都と、三度の蝦夷征討が実施された。これら二大事業の財
源には、諸国に蓄積された不動穀や正税出挙の利稲が充てられた。しかし、奈良時代以来、
これら税の徴収や補填を担当する国司の不正が続いており、桓武朝では財源確保のために
何らかの対策が必要とされていた。このようななか、延暦十六年九月に勘解由使が設置さ
れる。その後、二大事業が百姓らの負担となっている状況を受け、延暦二十四年十二月に
「徳政相論」が行われて二大事業は停止され、翌大同元年五月には観察使が創設された。
その二ヵ月後の閏六月に、勘解由使は廃止されている。 
 先行研究によれば、勘解由使は、財政問題がその設置の背景にあったことが共通して指
摘され、国司監察を担ったとされている。一方の観察使も、延暦五年四月に定められた十
六ヶ条からなる国司黜陟条例を実施する役割を担っていた、もしくは調庸確保のために設
置されたとされ、国司監察官と位置づけられている。このような理解をもとに、勘解由使
廃止に関して、多くの先行研究では、その直前に設置された観察使との関わりが強調され、
国司監察の方法が勘解由使から観察使へと変更されたと論じられている。すなわち、調庸
確保政策が勘解由使による監察から観察使による監察へと変更されたために勘解由使は廃
止されたとする見解が見られる。 
 また、観察使は、「徳政相論」を受け、民政安定を図る目的で設置されたとも言われてい
る。その「徳政相論」の意義については、二大事業を推進することこそ律令国家体制を強
固なものにすると考える従来の政策が転換され、律令の基底にある徳治主義に基づいて民
生の安定を図ることこそ律令国家体制の延命につながるとする方針に変化したものと指摘
されている。 
 しかし、勘解由使設置の背景について、調庸確保政策が影響していたのだろうか。解由
制度による監察は正税に重点を置いていたとする見解も知られており、勘解由使が財政の
中でもどのようなものに重点を置いていたか考慮する必要がある。また他方で、主要任務
の達成を受けて勘解由使が廃止された可能性を指摘する見解も存在しており、勘解由使設
置の背景や目的、職務内容の考察が欠かせない。 
 また、従来、観察使は国司監察官と位置づけられているが、観察使にはどのような役割
が求められていたのだろうか。徳政の実施に伴って観察使が求められた背景を検討する必
要があろう。さらに、奈良時代以来、どのような場合に、どのような徳政がなされていた
のだろうか。造都・征夷と徳政とは、簡単に結び付けられるものであったのだろうか。奈
良時代以来の徳政の実例をふまえたうえで、勘解由使から観察使への移行及び「徳政相論」
の意義を捉え直す必要があると考える。そこで、本論では、勘解由使の設置から廃止に至
る事情と観察使設置背景の検討を通して、勘解由使から観察使へという歴史的流れの位置
づけ、及びその移行を促した「徳政相論」の意義を考察することを目的とした。 
第一章では、勘解由使の職務内容及びその職制について検討した。勘解由使は、国司交
替時に提出される解由状の勘検を行い、前司が本当に解由状を得てよいのか確認を行った。
また、不与解由状が提出されてきた場合には、関係所司に記載内容の確認を行わせたうえ
で、勘解由使は、前司・後司双方の主張、及び『延暦交替式』をもとに補填責任の判定を
行った。また、国司らが交替規定に違反した場合には、彼らの処分を決定する権限を有し
ていた。勘解由使の職務内容は重要かつ重大であり、宣旨職として設置されたのであった。 
 第二章では、不与解由状の成立時期を検討した。延暦十六年九月に勘解由使が設置され
て監察が強化され、また翌年四月に国司交替規定が再編成された結果、後司は前司に対し
て安易に解由状を交付することができなくなり、代わりに解由を与えられない旨を上申す
るようになった。中央は当初これを認めず、一二〇日の交替期間内に補填を完了したうえ
で解由状を交付することを求めた。しかし、解由を与えられない旨の上申が頻繁となった
現状を受けて方針を変更し、延暦十八年頃より、交替期間内に解由を与えられない旨を上
申することを容認するようになった。翌十九年九月には、一二〇日内に解由を与えられな
い旨の上申を一度に限ると示すことで、その上申を以って一旦交替を完了させる方針を正
式に認めたのであった。また、この頃には、勘解由使が、解由を与えられない旨や前司の
解文に基づいて補填責任の判定を行うようになっており、延暦十八年から十九年にかけて
不与解由状による交替制度が成立したのであった。 
 第三章では、勘解由使の設置目的及び廃止事情を考察した。従来、解由制度は国司の任
務全般を包括するものであったが、天平十七年に公廨出挙制度が設けられて官物の欠負・
未納を補填することが規定されて以降、次第に解由制度によって正税が管理される傾向が
強まっていた。延暦期には、延暦九年十一月には旧年欠負・未納定額補填制度を設け、同
十四年閏七月には未納額を抑える目的で正税・公廨などの出挙利率を引き下げるなどして、
二大事業の財源確保にあたった。また、延暦十四年頃からは国司監察を強化し、その一環
として延暦十七年正月には公廨出挙制度を停止した。さらに翌十八年から正税を穀で出
挙・徴収することとした。公廨出挙制度の停止は、国司の権限を縮小させることを狙った
もので、同時に従来の官物補填制度を改定したものであった。すなわち、正税を穀によっ
て徴収することで、そこから官物の欠負・未納を補填するというものである。勘解由使は
新官物補填制度を管理・監督すべく延暦十六年九月に設置されたのであった。しかし、当
時、二大事業に慎重な勢力も存在し、延暦十七年六月には国司優遇策である国司借貸が認
められ、同十九年九月には翌年からの公廨出挙制度の再開も決定された。これにより勘解
由使の意義は著しく低下し、延暦二十四年十二月に二大事業が停止されたことを受け、廃
止されるに至ったと考えた。 
 第四章では、観察使設置の背景を検討した。延暦二十四年十二月、百姓らの負担を受け
て「徳政相論」が実施され、二大事業は停止される。桓武や廟堂を占める人々の間に、『日
本書紀』に見える仁徳の徳政が目指す理念として存在していたためである。それは、百姓
の生活安定を最重視すること、及び百姓の暮らしぶりを見て実情を把握し、それをふまえ
た政策を展開するという統治理念であった。同じくこの理念に基づいて観察使が設置され
たのであり、地方の実情を視察してその結果を政策に反映させるという重要な役割を担っ
ていたのであった。このような観察使制度は、「徳政相論」において造都・征夷の停止を主
張した藤原緒嗣によって建議されたものである。他方、「徳政相論」にて緒嗣の意見に異議
を唱えた菅野真道は桓武朝にて躍進した人物で、平安宮の造宮亮も務めており、また勘解
由使の長官を務め、『延暦交替式』編纂に携わった経験を持つ。真道は、二大事業を積極的
に推進してきた人物であり、国司を厳しく取り締まることで地方行政を引き締めようとし
ていたのであった。このため、真道は観察使の制度に納得できず、国司らを厳しく取り締
まることを要望した。このような観察使制度への反発を受け、平城は観察使に「督察」と
いう付加的な業務を追加したのであった。 
 これら検討結果をふまえ、終章では、勘解由使から観察使への移行と「徳政相論」の意
義を考察した。造都・征夷とは、ともに律令国家を運営していくにあたって必要不可欠な
ものであり、とりわけ都城は律令国家の本質そのもので、完備が求められていた。奈良時
代以来、天皇が自身の不徳に言及したのは、もっぱら自然災害の発生や疫病の蔓延時であ
り、その際には天皇がこれらの災異を自身の不徳によるものとし、赦を発布したり、田租
を免除したりしていた。また、太上天皇や皇太子の病回復のために天皇自らが徳政に言及
した際に行われたのは、赦や賑恤であった。つまりは、律令国家の成立以来、その運営を
めぐって徳政が問われたことはなかったのであり、二大事業の継続と徳政とが結び付けら
れたことこそが驚異なのであった。 
さて、勘解由使は文書行政進展の流れに沿い、二大事業遂行のため、桓武の意志によっ
て創設され国司らを厳しく取り締まって財源確保にあたっていた。しかし、二大事業の停
止に伴い廃止されてしまう。一方、「徳政相論」での決定に基づいて観察使が設置されて地
方の実情を視察することに重点を置いて活動が開始されたのであった。勘解由使が造都や
征夷の実行のため―律令国家の運用のため―に必要とされたのと違い、観察使は「徳政相
論」における国家理念の転換ののち、地方の実情を視察してそれを政策に活かすために設
けられたものであり、本来の律令制の運用とかけ離れた所に位置する政策であった。従っ
て、国司監察方法が勘解由使から観察使へ移行したと見ることは困難である。勘解由使か
ら観察使への移行は、律令国家の本質的理念から離れ、地方の実情を正確に把握したうえ
でそれを政策に活用するという方針を重視する姿勢を示したものであり、これこそが「徳
政相論」の本質であったと考えられる。 
